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　   　(単位 : 千円)

流 動 資 産 ［ 4,821,961 ］ 流 動 負 債 ［ 4,547,441 ］
　現金預金 334,080   支払手形 92,985
　受取手形　電子記録債権 134,558 　電子記録債務 2,487,569
　売掛金 3,217,185 　買掛金 1,953,989
　仕掛品・在庫 233,587 　未払金 10,473
　短期貸付金 1,334,400 　その他流動負債 2,422
　未収入金 18,667
　仮払金 24,817
　その他流動資産 6,376
　貸倒引当金 △ 481,711 固 定 負 債 ［ 0 ］

固 定 資 産 ［ 120,549 ］ 負 債 合 計 4,547,441
(有形固定資産) （ 20,677 ）
　工具器具・備品 20,677 株 主 資 本 ［ 395,069 ］

(資本金) （ 180,000 ）
(無形固定資産) （ 5,670 ）

(資本剰余金) （ 130,000 ）
(投資その他の資産) （ 94,201 ） 　資本準備金 130,000
　投資有価証券 72,485
　その他投資等 21,716 (利益剰余金) （ 85,069 ）

　その他利益剰余金 85,069
　　繰越利益剰余金 85,069

純 資 産 合 計 395,069
資　産　合　計 4,942,510 負債純資産合計 4,942,510

（注１） 当期純損失・・・471,117千円
（注２） 記載金額・・・・千円未満切り捨て表示

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)資産の評価基準及び評価方法
　　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　子会社及び関係会社株式
　　　　　移動平均法による原価法によっている。
　　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　個別法による原価法によっている。
(2)固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産
　　　　　定率法によっている。
　　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。
　　無形固定資産
　　　　　定額法によっている。
　　　　　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。
(3)引当金の計上基準
　　貸倒引当金　
　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により
　　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
　　　　　いる。
(4)収益及び費用の計上基準
　　　　　検収基準によっている。
(5)その他計算書類の作成のための重要な事項
　　消費税等の会計処理
　　　　　消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。

２．株主資本等変動計算書に関する注記
   当事業年度末日における発行株式の数  
　　　　　普通株式　　2,899株
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